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31. 今回の意見募集対象文書（1／2）

◼ 今回の意見募集対象文書は「容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給年度:2029年度）」と
「容量確保契約約款」になります。他の容量市場に関連する文書との関係は以下のとおりです。

※1：初回策定や大きな変更時は意見募集を実施 ※2：対象実需給年度毎に公表 ※3：対象実需給年度に依らず共通

関連文書 概要 公表状況

容量市場
募集要綱
※1※2

容量市場
業務

マニュアル
※1※2

容量確保
契約書
※1※3

公表済

2024～28年度向け 公表済• メインオークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定

• メインオークションおよび追加オークションにおける容量提供事業者に求められる要件、容量確保契
約金額その他の契約条件を規定

• 算定諸元（容量停止計画、発電計画・発電上限等）の登録・アセスメント結果の確認手続き等
について記載

• 余力活用契約・給電申合書等の締結、電源等情報の追加登録等について記載

• 電源等差替の手順、提出書類等について記載

• 電源等リストの登録・実効性テストの手順、提出書類等について記載

• 容量停止計画の提出・作業調整手順等について記載

• 参加登録申請の手順、提出書類等について記載
• メインオークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

2024～28年度向け 公表済

• 追加オークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等を規定 2024～26年度向け 公表済

2023～24年度応札 公表済
• 長期脱炭素電源オークションへ参加希望する電気供給事業者に対して求める条件や参加方法等
を規定

公表済
• 長期脱炭素電源オークションにおける容量提供事業者に求められる要件、容量確保契約金額その
他の契約条件を規定

2024～28年度向け 公表

• ペナルティ・容量確保契約金額、支払通知書・請求書の確認手続等について記載

• 容量拠出金（仮算定含む）、還元額、追加請求額の確認、支払手続き等について記載

2024～25年度向け 公表済

容量確保契約約款

実需給期間中 リクワイアメント対応
(安定電源)(変動電源(単独))

(変動電源(アグリ))
(発動指令電源)編

実需給前に実施すべき業務
（全般）編

電源等差替編

実効性テスト編

容量停止計画の調整業務編

参加登録・応札・容量確保
契約書契約締結編

容量市場メインオークション
募集要綱

容量市場追加オークション
募集要綱

長期脱炭素電源オークション
募集要綱

長期脱炭素電源オークション
容量確保契約約款

メ
イ
ン
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

実需給期間中 ペナルティ・
容量確保契約金額対応編

容量拠出金対応編

2024～25年度向け
2026年度以降※3向け 公表済

2024～27年度向け 公表済

2024～27年度向け
2028年度以降※3向け 公表済



41. 今回の意見募集対象文書（2／2）

容量市場
業務マニュアル
※1※2

• 参加登録申請の手順、提出書類等について記載
• 追加オークションの応札情報の登録から、容量確保契約書の締結までについて記載

2024～26年度向け
公表済

容量市場
システム

マニュアル※3
• 容量市場システムのログイン方法や入力方法、画面等、操作方法等について記載 公表済

• 長期脱炭素電源オークションの参加登録や応札等について記載

• 長期脱炭素電源オークションのペナルティ・容量確保契約金額対応について記載

2023～24年度応札
公表済

公表済

参加登録・応札・
容量確保契約書の締結編

追
加
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

長
期
脱
炭
素
電
源
オ
ー
ク
シ
ョ
ン

事業者情報・電源等情報登録
期待容量登録・応札・契約
電源等差替・実効性テスト

・容量停止計画・
アセスメント・ペナルティ・

容量確保契約金額・支払・請求 編

参加登録・応札・
容量確保契約書の締結編

※1：初回策定や大きな変更時は意見募集を実施 ※2：対象実需給年度毎に公表 ※3：対象実需給年度に依らず共通

関連文書 概要 公表状況

電源等差替・市場退出・契約の変更
・登録情報の変更業務編

• 長期脱炭素電源オークションの電源等差替・市場退出・契約の変更・登録情報の変更業務につい
て記載

実需給期間前から発生する
リクワイアメント対応編

• 長期脱炭素電源オークションの実需給期間前から発生するリクワイアメント対応について記載
• （別冊）容量停止計画の調整業務では、容量停止計画の提出・作業調整手順等について記載

ペナルティ・
容量確保契約金額対応編

実需給期間中
リクワイアメント対応編

• 長期脱炭素電源オークションの実需給期間中のリクワイアメント対応について記載

容量拠出金対応編 • 長期脱炭素電源オークションの容量拠出金対応について記載

意見募集実施予定



51. 今回の意見募集対象文書

◼ 今回の意見募集対象となる「容量市場メインオークション募集要綱（対象実需給年度:2029年度）」と
「容量確保契約約款」の案では、2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項や、記載
の明確化等を行っています。

◼ 意見募集期間は7月3日（木）～7月16日（水）とし、意見募集を踏まえて必要に応じ加筆修正
を行ったうえで2025年7月末～8月上旬に公表予定です。



6２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項

主な反映事項

② 発動指令電源の実効性達成率に応じた優先約定
➢発動指令電源の導入上限にかかる課題、実効性テストの達成状況にかかる課題
等に対応するにあたり、これまでの調達上限容量の仕組みを用いつつ、発動指令
電源の同一価格札については、実効性達成率に応じた優先約定とする仕組みを
適用する。

【募集要綱】（第6章1.落札電源の決定方法）
発動指令電源の同一価格札について、実効性
達成率に応じた優先約定となるよう計算式を更
新

① 洋上風力ゼロプレミアム案件
➢再エネ海域利用法に基づく公募案件のうち、ゼロプレミアム案件については、バラン
シングコスト相当分を除き、FIP交付金の交付が想定されず、固定費の二重回収
の問題が生じないため、容量市場への参加を認めることとする。

➢ただし、ゼロプレミアム案件においても、バランシングコスト相当分のFIP交付金は交
付を受けることができるため、入札における公平性を担保するため、約定結果にか
かわらず、全期間にわたって、バランシングコスト相当分のFIP交付金の受領を放棄
することを参加の条件とする。

【募集要綱】（第3章3.募集内容）
バランシングコスト相当分のFIP交付金の受領を
放棄したゼロプレミアム案件は参加不可の対象外
である旨を追記

【募集要綱】（第4章3.電源等情報の登録）
洋上風力ゼロプレミアム案件の場合は、バランシン
グコスト相当分のFIP交付金の受領を放棄してい
ることがわかる書類の提出が必要な旨を追記

反映箇所



7２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
①洋上風力ゼロプレミアム案件（1/5）

＜変更前＞ ＜変更後＞

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等
（略）

キ 以下の電源は本オークションに参加できません（該当する場合、電源等
情報の登録は不可）。

（略）
(イ)FIP制度による適用期間が実需給年度と重なるFIP電源は、FIT電源に

準拠して扱います。

【募集要綱】 第3章 募集概要 3.募集内容

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等
（略）

キ 以下の電源は本オークションに参加できません（該当する場合、電源等
情報の登録は不可）。

（略）
(イ)FIP制度による適用期間が実需給年度と重なるFIP電源は、FIT電源に

準拠して扱います。ただし、以下の場合は登録可能です。
・海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に

関する法律（平成三十年法律第八十九号）に基づく洋上風力発電事
業であって、落札価格（公募占用計画に記載された供給価格）がゼ
ロプレミアム水準以下であるもの（以下「洋上風力ゼロプレミアム
案件」という。）が、バランシングコスト相当分のFIP交付金の受
領を放棄している場合
※初めて容量市場へ応札するオークションの参加登録（発電設備の
運転開始後に初めて応札する場合は、発電設備の運転開始時）ま
でに、容量市場の約定結果にかかわらず、FIP制度の全支援期間
にわたりバランシングコスト相当分のFIP交付金の受領を放棄し
ていることを要する。

＜変更前＞ ＜変更後＞

（６）変動電源（単独）の登録項目及び提出書類は以下のとおりです。
（略）

表内 FIT認定ID欄
参加登録の時点でFIT認定を受けている場合は以下を提出
・再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定について（通知）

【募集要綱】 第4章 参加登録 3.電源等情報の登録

（６）変動電源（単独）の登録項目及び提出書類は以下のとおりです。
（略）

表内 FIT認定ID欄
参加登録の時点でFIT認定を受けている場合は以下を提出
・再生可能エネルギー発電設備を用いた発電の認定について（通知）
※洋上風力ゼロプレミアム案件の場合は、バランシングコスト相当分の

FIP交付金の受領を放棄していることがわかる書類を提出



8

＜変更前＞ ＜変更後＞

【募集要綱】 第6章 落札電源及び約定価格の決定方法 １.落札電源の決定方法

（１）以下の手順にて落札電源を決定します。
（略）

ウ 各エリアの調達量（※1）から、各エリアの停電の発生頻度、継続時間、
発生範囲によって表現される電力供給の信頼性（以下「供給信頼度」と
いう）をシミュレーションにより確認します。需要曲線と供給曲線の交
点における供給力をもとに設定した供給信頼度（以下「全国の供給信頼
度」という）に対して供給力が不足しているエリア（ブロック※2）が
ある場合には、当該エリア（ブロック）の市場が分断され、別途約定処
理を行います。（詳細は以下（２）を参照）

※1 FIT電源の期待容量、追加オークションで調達を予定している供給力
（H3需要比で各エリアへ分配）、容量市場外で一定の蓋然性がある供給
力として国の審議会で整理された控除量（以下「容量市場外の見込み供
給力控除量」という）、長期脱炭素電源オークションの契約容量のうち
実需給年度2028年度に制度適用となる契約容量および本機関の業務規程
第33条の規定に基づく電源入札制度を活用した電源等の期待容量の合計
（以下「FIT電源等の期待容量等」という）を含む。ただし、石炭とバ
イオマスの混焼を行うFIT電源は、当該発電設備を供給計画に計上して
いること（供給計画に関連した石炭混焼バイオマス発電設備の事業者報
告で確認がなされたもの）を前提に、以下の場合、応札後に当該設備の
FITおよび非FIT分の供給力を期待容量として織り込みます。
a FIT制度の適用を想定して応札しなかった場合
b 「１.落札電源の決定方法」により、非落札電源となった場合（この

場合、当該非落札電源をFIT電源等の期待容量等へ織り込んだ上で、
約定処理を行います。ただし、当該非落札電源の内、応札価格が当該
エリア（ブロック）の最後に追加した電源等の応札価格を下回った電
源については、最も高い応札価格の電源をFIT電源等の期待容量等に
織り込まずに約定処理を行います。なお、当該非落札電源が再度非落
札となった場合は、本項目の対象外の電源とします）

※2 市場が分断していない複数のエリアの総称

（１）以下の手順にて落札電源を決定します。
（略）

ウ 各エリアの調達量（※1）から、各エリアの停電の発生頻度、継続時間、
発生範囲によって表現される電力供給の信頼性（以下「供給信頼度」と
いう）をシミュレーションにより確認します。需要曲線と供給曲線の交
点における供給力をもとに設定した供給信頼度（以下「全国の供給信頼
度」という）に対して供給力が不足しているエリア（ブロック※2）が
ある場合には、当該エリア（ブロック）の市場が分断され、別途約定処
理を行います。（詳細は以下（２）を参照）

※1 FIT電源の期待容量（洋上風力ゼロプレミアム案件を含む）、追加オー
クションで調達を予定している供給力（H3需要比で各エリアへ分配）、
容量市場外で一定の蓋然性がある供給力として国の審議会で整理された
控除量（以下「容量市場外の見込み供給力控除量」という）、長期脱炭
素電源オークションの契約容量のうち実需給年度2028年度に制度適用と
なる契約容量および本機関の業務規程第33条の規定に基づく電源入札制
度を活用した電源等の期待容量の合計（以下「FIT電源等の期待容量
等」という）を含む。ただし、石炭とバイオマスの混焼を行うFIT電源
は、当該発電設備を供給計画に計上していること（供給計画に関連した
石炭混焼バイオマス発電設備の事業者報告で確認がなされたもの）を前
提に、以下の場合、応札後に当該設備のFITおよび非FIT分の供給力を期
待容量として織り込みます。
a FIT制度の適用を想定して応札しなかった場合
b 「１.落札電源の決定方法」により、非落札電源となった場合（この
場合、当該非落札電源をFIT電源等の期待容量等へ織り込んだ上で、
約定処理を行います。ただし、当該非落札電源の内、応札価格が当該
エリア（ブロック）の最後に追加した電源等の応札価格を下回った電
源については、最も高い応札価格の電源をFIT電源等の期待容量等に
織り込まずに約定処理を行います。なお、当該非落札電源が再度非落
札となった場合は、本項目の対象外の電源とします）

※2 市場が分断していない複数のエリアの総称

２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
①洋上風力ゼロプレミアム案件（2/5）
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第100回制度検討作
業部会資料より
(2025.2.26)

２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
①洋上風力ゼロプレミアム案件（3/5）



10２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
①洋上風力ゼロプレミアム案件（4/5）

第105回制度検討作
業部会資料より
(2025.6.25)
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容量市場における入
札ガイドラインより
(2025.6.3)

２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
①洋上風力ゼロプレミアム案件（5/5）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１）以下の手順にて落札電源を決定します。
（略）
エ 発動指令電源についてはメインオークションにおける応札上限容量を定め別途公

表いたします。
（略）

発動指令電源の応札容量に調整係数を乗じた容量で約定処理を行い、発動指令電
源の落札電源を決定します。
発動指令電源の応札容量の合計がメインオークションにおける応札上限容量を超
過し、かつ当該応札上限容量を超える点において、同一価格の応札が複数存在す
る場合は以下a、bの順で同一価格の応札の約定処理を行います。
a.エリア需要の４％を超過していないエリアは全て落札電源とする
b.エリア需要の４％を超過しているエリアは、エリア需要に対する超過率が等
しくなるように当該エリアへ落札可能な容量を分配し、当該エリアの同一価
格の応札の落札電源を落札可能な容量に基づいてランダムに決定する

【募集要綱】 第6章 落札電源および約定価格の決定方法 1.落札電源の決定方法

（１）以下の手順にて落札電源を決定します。
（略）
エ 発動指令電源についてはメインオークションにおける応札上限容量を定め別途公

表いたします。
（略）

発動指令電源の応札容量に調整係数を乗じた容量で約定処理を行い、発動指令電
源の落札電源を決定します。
発動指令電源の応札容量の合計がメインオークションにおける応札上限容量を超
過し、かつ当該応札上限容量を超える点において、同一価格の応札が複数存在す
る場合は以下の手順でa、bの順で同一価格の応札の約定処理を行います。
①エリア需要の４％を超過していないエリアは全て落札電源とします
②エリア需要の４％を超過しているエリアは、超過率が等しくなるように当該エ
リアへ落札可能な容量を分配します。

③当該エリア内の落札、非落札は実効性達成率の高い順に落札電源とします。な
お、実効性達成率※1は以下の式で算定します。
・対象実需給年度2026年向け実効性テストに参加した事業者の実効性達成率
（％）＝Σ（当該事業者の対象実需給年度2026年向け実効性テスト後のアセ
スメント対象容量）※2※3÷ Σ（当該事業者の対象実需給年度2026年向け
メインオークション契約時点のアセスメント対象容量）※3 × 100

・対象実需給年度2026年向け実効性テストに参加していない事業者の実効性達
成率（％）＝Σ（全事業者の対象実需給年度2026年向け実効性テスト後のア
セスメント対象容量）※2※3÷ Σ（全事業者の対象実需給年度2026年向け
メインオークション契約時点のアセスメント対象容量）※3 × 100
※1 エリアごとではなく、全エリアの電源にて実効性達成率を算定します。
※2 実効性テストにおける発動実績が、実効性テスト実施時のアセスメント

対象容量を超える場合は、アセスメント対象容量をテスト結果とします。
※3 発動指令電源のアセスメント対象容量は調整係数反映前の容量とします。

④③において同一条件の札がある場合の約定、未約定はランダムに決定します。
a.エリア需要の４％を超過していないエリアは全て落札電源とする
b.エリア需要の４％を超過しているエリアは、エリア需要に対する超過率が等
しくなるように当該エリアへ落札可能な容量を分配し、当該エリアの同一価
格の応札の落札電源を落札可能な容量に基づいてランダムに決定する

２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
②発動指令電源の実効性達成率に応じた優先約定（1/3）



13２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
②発動指令電源の実効性達成率に応じた優先約定（2/3）

第56回容量市場
の在り方等に関する
検討会資料より
(2024.6.27)



14２. 2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項
②発動指令電源の実効性達成率に応じた優先約定（3/3）

第56回容量市場
の在り方等に関する
検討会資料より
(2024.6.27)



15３. その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

◼ 「容量市場 メインオークション募集要綱（対象実需給年度：2029年度）」および「容量確保契約約
款」の案については、前項までの「2025年度メインオークションに向けて主に反映された事項」の反映
箇所に加えて、記載内容の明確化のための変更を行っています。変更箇所は次項以降のとおりです。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（３）落札した事業者は本機関との間で容量確保契約書を締結して
いただきます。（容量確保契約書の様式については別途公表しま
す。）

【募集要綱】 第1章 はじめに ３.募集要綱の位置付け

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（３）落札した事業者は本機関との間で本オークションに係る容量
確保契約書を締結していただきます（容量確保契約書の様式につい
ては別途公表します。）。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１）本オークションへの応札を希望する事業者は、本要綱および
容量確保契約書に定める条件を十分確認の上、必要な手続きを行っ
てください。

【募集要綱】 第2章 注意事項 １.一般注意事項

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（１）本オークションへの応札を希望する事業者は、本要綱及び容
量確保契約書、容量確保契約約款に定める条件を十分確認のうえ、
必要な手続きを行ってください。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（３）本要綱に係る容量確保契約は全て日本法に従って解釈され、
法律上の効力が与えられるものとします。

【募集要綱】 第2章 注意事項 １.一般注意事項

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（３）本オークションに本要綱に係る容量確保契約は全て日本法に
従って解釈され、法律上の効力が与えられるものとします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１）本オークションへの参加登録を申請する事業者（以下「参加
登録申請者」という）は、以下の情報を除き、本オークションへの
応札その他容量市場への参加を通じて知り得た本機関および容量市
場に関する情報（自己の応札情報を含み、以下「秘密情報」とい
う）を第三者（親会社、自己または親会社の役員および従業員、参
加登録事業者に容量市場の参加に関する業務を委託した者、弁護士、
公認会計士、税理士、その他法令に基づき秘密保持義務を負うアド
バイザーは除く）に漏らしてはならず、また自己の役員または従業
員が当該情報を漏らさないように必要な措置をとらなければなりま
せん。ただし、法令に基づく関係当局の開示要求に従って開示する
場合および取引先と相対契約等の協議を行う場合において、必要最
小限の情報を提供する場合はこの限りではありません。

（略）

【募集要綱】 第2章 注意事項 ２.守秘義務

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（１）本オークションへの参加登録を申請する事業者（以下「参加
登録申請者」という。）は、以下の情報を除き、本オークションへ
の応札その他容量市場への参加を通じて知り得た本機関及び容量市
場に関する情報（自己の応札情報を含み、以下「秘密情報」とい
う。）を第三者（親会社、自己又は親会社の役員及び従業員、参加
登録事業者に容量市場の参加に関する業務を委託した者、金融機関、
弁護士、公認会計士、税理士、その他法令に基づき秘密保持義務を
負うアドバイザーは除く。）に漏らしてはならず、また自己の役員
又は従業員が当該情報を漏らさないように必要な措置をとらなけれ
ばなりません。ただし、法令に基づく関係当局の開示要求に従って
開示する場合及び取引先と相対契約等の協議を行う場合において、
必要最小限の情報を提供する場合はこの限りではありません。

（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

本要綱の内容について不明な点がある場合は、下記窓口までお問合
せください。なお、審査状況等に関するお問い合わせには回答でき
ません。

電力広域的運営推進機関 容量市場問合せ窓口
（参加登録に関するお問い合わせ）
メールアドレス：youryou_toroku@occto.or.jp
（その他のお問合せ）
メールアドレス：youryou_inquiry@occto.or.jp

【募集要綱】 第2章 注意事項 ３.問合せ先

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

本要綱の内容について不明な点がある場合は、下記窓口までお問合
せください。なお、審査状況等に関するお問合せには回答できませ
ん。

電力広域的運営推進機関 容量市場問合せ窓口
（参加登録に関するお問い合わせ）
メールアドレス：****@occto.or.jpyouryou_toroku@occto.or.jp
（その他のお問合せ）
URL： https://****
メールアドレス：youryou_inquiry@occto.or.jp

※メールアドレス及びURLは、意見募集後の公表時に案内いたします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等
ア 供給計画の届出に係るガイドラインに沿って適切に供給計画に

計上することが求められるため、供給計画に計上されている、
もしくは供給計画に計上する見込みがある電源が安定電源また
は変動電源に登録が可能です。

イ 登録できる電源等は以下の区分に分類され、要件は以下のとお
りです。なお、電源等については電源等情報の登録において本
機関が審査を行います。

※期待容量については「第４章 参加登録 ４.期待容量の登録」を
参照ください。

【募集要綱】 第3章 募集概要 ３.募集内容

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等
ア 供給計画の届出に係るガイドラインに沿って適切に供給計画に

計上することが求められるため、供給計画に計上されている、
若しくは供給計画に計上する見込みがある電源が安定電源又は
変動電源に登録が可能です。

イ 登録できる電源等は以下に区分されの区分に分類され、要件は
以下のとおりです。なお、電源等については電源等情報の登録
において本機関が審査を行います。

※期待容量については「第４章 参加登録 ４.期待容量の登録」を
参照ください。

容量を提供する
電源等の区分

電源等要件

安定電源 次の（ア）から（オ）のいずれかに該当し、
期待容量が1,000キロワット（kW）以上の安
定的な供給力を提供するもの。
(ア)①水力電源（ただし、調整式又は貯水式

に限る。）
②水力電源（ただし、揚水式で、1日1回
以上連続3時間以上の運転継続が可能
な能力を有するものに限る。）

(イ)火力電源
(ウ)原子力電源
(エ)再生可能エネルギー電源
(オ)蓄電池（ただし、1日1回以上連続3時間

以上の運転継続が可能な能力を有するも
のに限る。）

容量を提供する
電源等の区分

電源等要件

安定電源 次の（ア）から（オ）のいずれかに該当し、
期待容量が1,000キロワット（kW）以上の安
定的な供給力を提供するもの。
(ア)①水力電源（ただし、調整式又は貯水式

に限る。）
②水力電源（ただし、揚水式で、1日1回
以上連続3時間以上の運転継続が可能
な能力を有するものに限る。）

(イ)火力電源
(ウ)原子力電源
(エ)再生可能エネルギー電源
(オ)蓄電池（ただし、1日1回以上連続3時間

以上の運転継続が可能な能力を有するも
のに限る。）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

（略）

エ プロジェクトファイナンス等により建設された電源については、
担保設定等について本機関と容量提供事業者間にて協議させていた
だく場合があります。

【募集要綱】 第3章 募集概要 ３.募集内容

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

（略）

エ （削除）プロジェクトファイナンス等により建設された電源に
ついては、担保設定等について本機関と容量提供事業者間にて協議
させていただく場合があります。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

（略）

キ 以下の電源は本オークションに参加できません。（該当する場合、電
源等情報の登録は不可）

（ア）FIT電源（FIT制度による買取期間が実需給年度と重なる電源）
ただし、以下の場合は登録可能です。
・同一の受電地点において、FIT電源と併設される非FIT電源が託送
供給等約款に基づく差分計量等により計量できるFIT買取対象以
外の部分（非FIT相当分）がある場合（非FIT相当分を登録可能）

・混焼バイオマスで、FIT買取対象以外の部分（非FIT相当分）があ
る場合（非FIT相当分を登録可能）

・石炭とバイオマスの混焼を行うFIT電源が認定上のバイオマス比
率を零に変更する場合（全量を非FIT相当分として登録可能）

・バイオマス比率の厳密な上限管理の対象外であるFIT電源（ごみ
焼却施設に設置されるバイオマス発電）が、新たに調達上限比率
の設定を申請する場合（非FIT相当分を登録可能）

※バイオマス比率の変更に係るFIT制度上の手続きは実需給開始前
に行うこととし、参加登録の時点での当該変更に係る提出書類は
不要です。（提出期日についてはFIT制度上のスケジュールを勘
案し別途公表します）

※実需給開始前はFIT制度に基づく買取を受ける事が可能です。
※参加登録時のバイオマス比率から変更が生じる場合は本機関へ申
告していただきます。

（略）

【募集要綱】 第3章 募集概要 ３.募集内容

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（５）参加登録した事業者が登録可能な電源等

（略）

キ 以下の電源は本オークションに参加できません。（該当する場合、電
源等情報の登録は不可）

（ア）FIT電源（FIT制度による買取期間が実需給年度と重なる電源）
ただし、以下の場合は登録可能です。
・同一の受電地点において、FIT電源と併設される非FIT電源が託送
供給等約款に基づく差分計量等により計量できるFIT買取対象以
外の部分（非FIT相当分）がある場合（非FIT相当分を登録可能）

・混焼バイオマス（石炭とバイオマスの混焼を行うFIT電源を除
く）で、FIT買取対象以外の部分（非FIT相当分）がある場合（非
FIT相当分を登録可能）

・石炭とバイオマスの混焼を行うFIT電源において、FIT制度による
買取から容量市場へ移行するための所定の手続きを行うが認定上
のバイオマス比率を零に変更する場合（全量を非FIT相当分とし
て登録可能）

・バイオマス比率の厳密な上限管理の対象外であるFIT電源（ごみ
焼却施設に設置されるバイオマス発電）が、新たに調達上限比率
の設定を申請する場合（非FIT相当分を登録可能）

※バイオマス比率の変更に係るFIT制度上の手続きは実需給開始前
に行うこととし、参加登録の時点での当該変更に係る提出書類は
不要です。（提出期日についてはFIT制度上のスケジュールを勘
案し別途公表します）

※実需給開始前はFIT制度に基づく買取を受ける事が可能です。
※参加登録時のバイオマス比率から変更が生じる場合は本機関へ申
告していただきます。

（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（新設）

【募集要綱】 第4章 参加登録 １.参加登録の方法

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（４）同一電源の参加登録の重複は認められません。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１）参加登録申請者は、はじめに事業者情報の登録を行ってくだ
さい。なお、既に事業者情報を登録済の事業者は、新たに事業者情
報を登録する必要はありません。登録済の事業者情報について内容
確認の上、必要に応じて修正してください。
また、容量市場システムにて既に「容量オークションの参加登録申
請に伴う誓約書（様式１）」を提出している事業者は、再度提出す
る必要はありません。

【募集要綱】 第4章 参加登録 ２.事業者情報の登録

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（１）参加登録申請者は、はじめに事業者情報の登録を行ってくだ
さい。なお、過去の容量オークション（メインオークション・追加
オークション・長期脱炭素電源オークション）において既に事業者
情報を登録済の事業者は、新たに事業者情報を登録する必要はあり
ません。登録済の事業者情報について内容確認のうえ、必要に応じ
て修正してください。
また、容量市場システムにて既に「容量オークションの参加登録申
請に伴う誓約書（様式１）」を提出している事業者は、再度提出す
る必要はありません。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（２）登録項目および提出書類は、以下のとおりです。なお、参加
登録申請者名は、電気供給事業者としての正式名称を登録してくだ
さい。

※未取得の場合は事業者情報の登録前に取得してください。

【募集要綱】 第4章 参加登録 ２.事業者情報の登録

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（２）登録項目及び提出書類は、以下のとおりです。なお、参加登
録申請者名は、電気供給事業者としての正式名称を登録してくださ
い。

※1 未取得の場合は事業者情報の登録前に取得してください。
※2 登録口座は当座預金口座又は普通預金口座としてください。

登録項目
・事業者コード（※）
・参加登録申請者名
・所在地
・銀行口座
・担当者名
・担当者の連絡先（電話番号、メールアドレス、郵便番号、
住所、所属部署）

・登録番号（適格請求書発行事業者）
・収入金課税事業者への該当有無
・クライアント証明書のシリアルNo（※）
・クライアント証明書のID（※）
・クライアント証明書のIDの有効期限（※）

登録項目
・事業者コード（※1）
・参加登録申請者名
・所在地
・銀行口座（※2）
・担当者名
・担当者の連絡先（電話番号、メールアドレス、郵便番号、
住所、所属部署）

・登録番号（適格請求書発行事業者）
・収入金課税事業者への該当有無
・クライアント証明書のシリアルNo（※1）
・クライアント証明書のID（※1）
・クライアント証明書のIDの有効期限（※1）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１）事業者情報の登録を完了した参加登録申請者は電源等情報の
登録を行うことができます。なお、実需給年度が2027年度のメイン
オークションに参加登録された電源等情報は、本機関により、当該
内容を2028年度向けの電源等情報として容量市場システムに登録さ
れます。ただし、取次により登録されていると思われる電源等情報
については登録されませんので、新たに登録が必要となります。登
録済の電源等情報について内容確認の上、必要に応じて修正してく
ださい。

【募集要綱】 第4章 参加登録 ３.電源等情報の登録

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（１）事業者情報の登録を完了した参加登録申請者は電源等情報の
登録を行うことができます。なお、実需給年度が2028年度のメイン
オークションに参加登録された電源等情報は、本機関により、当該
内容を2029年度向けの電源等情報として容量市場システムに登録さ
れます。ただし、取次により登録されていると思われる電源等情報
については登録されませんので、新たに登録が必要となります。登
録済の電源等情報について内容確認のうえ、必要に応じて修正して
ください。なお長期脱炭素電源オークションにおいて登録を行った
電源等情報に関しても登録されませんので、当該電源を2029年度向
けの電源等情報として登録する場合には、新たに登録が必要となり
ます。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（１０）登録項目および提出書類を確認し、不備がある場合は、そ
の旨を参加登録申請者に通知します。通知を受けた参加登録申請者
は登録の再申込みを行うことができます。不備が無ければ参加登録
申請者へ登録完了の旨を通知します。

【募集要綱】 第4章 参加登録 ３.電源等情報の登録

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（１０）登録項目及び提出書類を確認し、不備がある場合は、その
旨を参加登録申請者に通知します。通知を受けた参加登録申請者は
登録の再申込みを行うことができます。なお、再申込みに際しては、
不備があった項目のみ修正が可能です。不備が無ければ参加登録申
請者へ登録完了の旨を通知します。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（８）期待容量の登録に係る提出書類は以下のとおりです。

【募集要綱】 第4章 参加登録 ４.期待容量の登録

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（８）期待容量の登録に係る提出書類は以下のとおりです。

容量を提供する
電源等の区分

提出書類

安定電源 期待容量等算定諸元一覧（様式２）
※石炭とバイオマスの混焼を行っている設備
が実需給年度においてバイオマス比率を零と
する場合、およびバイオマス比率の厳密な上
限管理の対象外であるFIT電源（ごみ焼却施
設に設置されるバイオマス発電）が新たに調
達上限比率の設定を申請する場合においては、
当該変更が認められたことがわかる書類を実
需給年度開始までに提出していただきます。
（提出期限は別途公表します）

変動電源（単独）期待容量等算定諸元一覧（様式２）
変動電源（アグ

リゲート）
同上

発動指令電源 発動指令電源のビジネスプラン申請書（様式
３）

容量を提供する
電源等の区分

提出書類

安定電源 期待容量等算定諸元一覧（様式２）
※石炭とバイオマスの混焼を行っている設備
が実需給年度においてバイオマス比率を零と
する場合、およびバイオマス比率の厳密な上
限管理の対象外であるFIT電源（ごみ焼却施
設に設置されるバイオマス発電）が新たに調
達上限比率の設定を申請する場合においては、
当該変更が認められたことがわかる書類を実
需給年度開始までに提出していただきます。
（提出期限は別途公表します）

変動電源（単独）同上期待容量等算定諸元一覧（様式２）
変動電源（アグ

リゲート）
同上

発動指令電源 発動指令電源のビジネスプラン申請書（様式
３）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

１.応札方法

（略）

（２）参加登録（事業者情報、電源等情報および期待容量の登録）
が完了した旨の通知を受けた事業者は、応札情報の登録ができます。
なお、これまでのメインオークションに応札した場合でも、2028年
度向けの応札は新たに登録する必要があります。

（略）

２.応札の受付期間
応札の受付期間は、「第３章 募集概要 １.募集スケジュール」
を参照ください。

【募集要綱】 第5章 応札方法

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

１.応札方法

（略）

（２）参加登録（事業者情報、電源等情報及び期待容量の登録）が
完了した旨の通知を受けた事業者は、応札情報の登録ができます。
応札の受付期間は、「第３章 募集概要 １.募集スケジュール」
を参照ください。なお、これまでのメインオークションに応札した
場合でも、2029年度向けの応札は新たに登録する必要があります。

（略）

２.応札の受付期間
応札の受付期間は、「第３章 募集概要 １.募集スケジュール」
を参照ください。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（３）応札情報として、応札容量（kW）および応札価格（円/kW）
を登録してください。なお、応札情報の登録完了をもって、容量確
保契約の申込みを行ったものとみなし、本オークションの約定結果
の公表日において、本機関との間で、公表内容にしたがった容量確
保契約が成立するものとします。

【募集要綱】 第5章 応札方法

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（３）応札情報として、応札容量（kW）及び応札価格（円/kW）
（税抜き）を登録してください。なお、応札情報の登録完了をもっ
て、容量確保契約の申込みを行ったものとみなし、本オークション
の約定結果の公表日において、本機関との間で、公表内容にした
がった容量確保契約が成立するものとします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（新設）

【募集要綱】 第6章 落札電源及び約定価格の決定方法 ５.落札後の手続き等

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（４）プロジェクトファイナンス等により建設された電源について、
容量確保契約を対象とした担保設定等に対する承諾が必要な場合に
は、本機関指定の様式（ひな型）を用いることを原則として、協議
させて頂きます。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（略）

また、電源等の区分が安定電源で、かつ主燃料が石炭の電源のうち、
建設時または設備改造時の設計効率が高位発熱量（HHV：Higher
Heating Value）・発電端において42％以上であることを確認でき
ない電源（以下「非効率石炭火力電源」という）の場合、容量確保
契約金額に非効率石炭火力電源の減額率20％を乗じた金額を容量確
保契約金額から控除し、12で除して、円未満の端数は切り捨てた金
額を容量確保契約金額（各月）とします。ただし、最終月（3月
分）の容量確保契約金額（各月）は容量確保契約金額から最終月
（3月分）以外の容量確保契約金額（各月）の合計を差し引いたも
のとします。

【募集要綱】 第7章 契約条件 １.容量確保契約金額

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（略）

また、電源等の区分が安定電源で、かつ主燃料が石炭の電源のうち、
建設時又は設備改造時の設計効率が高位発熱量（HHV：Higher
Heating Value）・発電端において42％以上であることを確認でき
ない電源（以下「非効率石炭火力電源」という。）の場合、容量確
保契約金額に非効率石炭火力電源の減額率20％※を乗じた金額を容
量確保契約金額から控除し、12で除して、円未満の端数は切り捨て
た金額を容量確保契約金額（各月）とします。ただし、最終月（3
月分）の容量確保契約金額（各月）は容量確保契約金額から最終月
（3月分）以外の容量確保契約金額（各月）の合計を差し引いたも
のとします。

※１計量単位内に、非効率石炭火力電源のユニットと非効率石炭火
力電源以外のユニットが混在する場合、非効率石炭火力電源以外
の減額率を0％として1計量単位内のユニットの設備容量に応じた
加重平均により算定します。また、発電設備容量に対して契約容
量が異なる場合、送電端の計量値は、発電設備容量に対する契約
容量の比率で補正いたします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞
【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－１実需給期間前
（３）ペナルティ
（略）

ア 電源等の区分が安定電源および変動電源の場合
調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額
調整不調電源の調整不調の結果として生じる供給力の不足量に応じて、調整
不調となった日数に対して以下の減額率を適用し、容量確保契約金額を減じ
ます。ただし、本機関が容量停止計画の調整ができなかった事由が合理的と
判断する場合や、送配電設備の停止等により属地一般送配電事業者と容量停
止計画の調整を実施した場合は、容量確保契約金額の減額の対象外とする場
合があります。
なお、容量停止計画の調整以降に、容量提供事業者の事由による停止期間の
追加、変更により供給信頼度確保へ影響を与える場合には、下記2)で算定さ
れる額の1.5倍したものを容量確保契約金額から減額する場合があります。
また、本号において、変動電源（アグリゲート）は対象外とします。

1) 追加設備量※1を利用する場合
（契約単価※2×契約容量－容量確保契約金額の算出に関する経過措置にお
ける控除額※3）× 0.3％／日 × 調整不調の日数※4※5

2) 供給信頼度確保へ影響を与える場合
（契約単価※2×契約容量－容量確保契約金額の算出に関する経過措置にお
ける控除額※3）× 0.6％／日 × 調整不調の日数※4※5

※1：電源が一定の年間停止可能量を確保するために容量オークションで追加
的に確保する供給設備量

※2：メインオークションと調達オークションの個々の電源の約定価格を落札
容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨てして算定したもの

※3：「本章２．容量確保契約金額の算出に関する経過措置」に定める経過措
置の対象外の場合、容量確保契約金額の算出に関する経過措置における
控除額は零とします

※4：容量停止計画に対して追加設備量を利用する量および供給信頼度確保に
影響を与える量の割合で補正

※5：調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額は円未満を切り捨て

４－１実需給期間前
（３）ペナルティ
（略）

ア 電源等の区分が安定電源および変動電源の場合
調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額
調整不調電源の調整不調の結果として生じる供給力の不足量に応じて、調整
不調となった日数に対して以下の減額率を適用し、容量確保契約金額を減じ
ます。ただし、本機関が容量停止計画の調整ができなかった事由が合理的と
判断する場合や、送配電設備の停止等により属地一般送配電事業者と容量停
止計画の調整を実施した場合は、容量確保契約金額の減額の対象外とする場
合があります。
なお、容量停止計画の調整以降に、容量提供事業者の事由による停止期間の
追加、変更により供給信頼度確保へ影響を与える場合には、下記2)で算定さ
れる額の1.5倍したものを容量確保契約金額から減額する場合があります。
また、本号において、変動電源（アグリゲート）は対象外とします。

減額※1 ＝（契約単価※2 ×契約容量 － 容量確保契約金額の算出に関する
経過措置における控除額）× 減額率（Ａ）× 調整不調日数（Ｂ）

（Ａ）減額率 ＝ 追加設備量※3を利用する場合の減額率（Ａ―①)
＋供給信頼度確保に影響を与える場合の減額率（Ａ―②)

（Ａ―①)追加設備量を利用する場合の減額率
＝ 0.3％/日 ×（追加設備量を利用する容量 ÷ 追加設備量）

×（追加設備量を利用する容量 ÷ 停止対象容量）
（Ａ―②) 供給信頼度確保に影響を与える場合の減額率

＝ 0.6％/日 ×（供給信頼度確保に影響を与える容量÷停止対象容量）
（Ｂ）調整不調日数＝ 出力可能容量に関する補正率（Ｂ―①)×１ヶ月の日数
（Ｂ―①)出力可能容量に関する補正率

＝（１ － 出力可能容量 ÷ 応札単位のアセスメント対象容量）

※1：調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額は円未満を切り捨て
※2：メインオークションと調達オークションの個々の電源の約定価格を落札

容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨てして算定したものとし
ます。ただし、リリースオークション（部分リリース）によるリリース
容量を反映した契約容量に適用する契約単価はメインオークションで決
定した契約単価とします。

※3：電源が一定の年間停止可能量を確保するために容量オークションで追加
的に確保する供給設備量

※スペースの制約により、本ページの変更後欄は、
削除箇所を取り消し線表記としておりません。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

４－２実需給期間中
（１）リクワイアメント
容量提供事業者は、契約電源について、以下の各号に定める実需
給期間中のリクワイアメントを達成しなければならないものとし
ます。
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（イ）発電余力の卸電力取引所等への入札
実需給年度において、容量停止計画※1が提出されていない
時間帯に小売電気事業者等が活用しない余力を卸電力取引所
等に売り入札すること※2
※1：出力抑制に伴う停止計画は除く。
※2：揚水および蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供

事業者が登録した運転継続時間分の供給力のうち小売電
気事業者等が活用しない発電余力を売り入札すること

ただし、以下のいずれかに該当する場合、卸電力取引所等に
売り入札する量を減少できるものとします。
1) 小売電気事業者等と相対契約を締結している場合で、
当該契約における計画変更の締切時刻以降に売り入札可
能な市場が存在しない場合

2) 事業者の責によらない燃料制約がある場合（ただし、
前日以降の需給バランス評価によって広域予備率低下に
伴う供給力提供の周知対象となったコマ（以下「低予備
率アセスメント対象コマ」という）は除く）

（略）

【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－２実需給期間中
（１）リクワイアメント
容量提供事業者は、契約電源について、以下の各号に定める実需
給期間中のリクワイアメントを達成しなければならないものとし
ます。
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（イ）発電余力の卸電力取引所等への入札
実需給年度において、容量停止計画※1が提出されていない
時間帯に小売電気事業者等が活用しない発電余力を卸電力取
引所等に売り入札すること※2
※1：出力抑制に伴う停止計画は除きます。
※2：揚水及び蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供事

業者が登録した運転継続時間分の供給力のうち小売電気
事業者等が活用しない発電余力を売り入札すること

ただし、以下のいずれかに該当する場合、卸電力取引所等に
売り入札する量を減少できるものとします。

1) 小売電気事業者等と相対契約を締結している場合で、
当該契約における計画変更の締切時刻以降に売り入札可
能な市場が存在しない場合

2) 事業者の責によらない燃料制約又は充電制約がある場
合（ただし、前日以降の需給バランス評価によって広域
予備率低下に伴う供給力提供の周知対象となったコマ
（以下「低予備率アセスメント対象コマ」という）は除
く）

（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

４－２実需給期間中
（２）アセスメント
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
（イ）発電余力の卸電力取引所等への入札

容量停止計画※1が提出されていない時間帯に、発電余力を
全て卸電力取引所等に売り入札※2しているか確認します
※：1 出力抑制に伴う停止計画は除く
※：2 揚水および蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提

供事業者が登録した運転継続時間分の供給力のうち小
売電気事業者等が活用しない発電余力を売り入札する
こと

（１）本機関は、提出された情報をもとに、コマ毎にアセスメ
ントを実施します。なお、本機関は必要に応じて、提出
された情報の内容について安定電源提供者に確認するこ
とがあります。

（２）本機関は、「本章４－２ 実需給期間中（１）リクワイ
アメント ア（イ）」に該当しない場合、小売電気事業
者等が活用しない余力から卸電力取引所等に売り入札し
た容量等を控除した容量をリクワイアメント未達成量と
します。なお、小売電気事業者等が活用しない余力につ
いては、アセスメント対象容量を上限に算定します。

（略）

【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－２実需給期間中
（２）アセスメント
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
（イ）発電余力の卸電力取引所等への入札

容量停止計画※1が提出されていない時間帯に、小売電気事
業者等が活用しない発電余力を全て卸電力取引所等に売り入
札※2しているか確認します
※1：出力抑制に伴う停止計画は除きます。
※2：揚水及び蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供事

業者が登録した運転継続時間分の供給力のうち小売電気
事業者等が活用しない発電余力を売り入札すること

（１）本機関は、提出された情報をもとに、コマごとにアセス
メントを実施します。なお、本機関は必要に応じて、提
出された情報の内容について安定電源提供者に確認する
ことがあります。

（２）本機関は、「本章４－２ 実需給期間中（１）リクワイ
アメント ア（イ）」に該当しない場合、小売電気事業
者等が活用しない発電余力から卸電力取引所等に売り入
札した容量等を控除した容量をリクワイアメント未達成
量とします。なお、小売電気事業者等が活用しない発電
余力については、アセスメント対象容量を上限に算定し
ます。

（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

４－２実需給期間中
（２）アセスメント
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(ウ)電気の供給指示への対応

属地一般送配電事業者からの電気の供給指示への対応有無を
確認します。なお、電気の供給指示に応じた電気を供給して
いないと本機関が判断した場合、ゲートクローズ以降の発電
余力の全量をリクワイアメント未達成量とします。

（１）「本章４－２ 実需給期間中（１）リクワイアメント
ア（ウ）」のいずれにも該当しない場合において、属地
一般送配電事業者からの指示に応じた電気を供給してい
ないと本機関が判断した場合、ゲートクローズ以降の余
力の全量をリクワイアメント未達成量とします。なお、
ゲートクローズ以降の余力については、アセスメント対
象容量を上限に算定します。

【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－２実需給期間中
（２）アセスメント
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(ウ)電気の供給指示への対応

前日以降の需給バランス評価で低予備率アセスメント対象コ
マに該当すると判断され、かつ、属地一般送配電事業者から
の電気の供給指示があった場合に、対応状況を確認します。
アセスメント対象容量※1から発電用調整受電電力量を差し
引いた値が正となる場合、原則として、この値をリクワイア
メント未達成量と判断します。属地一般送配電事業者からの
電気の供給指示への対応有無を確認します。なお、電気の供
給指示に応じた電気を供給していないと本機関が判断した場
合、ゲートクローズ以降の発電余力の全量をリクワイアメン
ト未達成量とします。
※1：出力抑制に伴う容量停止計画が提出されている時間帯

は提供する供給力の最大値とします 。
（１）「本章４－２ 実需給期間中（１）リクワイアメント

ア（ウ）」のいずれかに該当する場合はアセスメント対
象外とします。にも該当しない場合において、属地一般
送配電事業者からの指示に応じた電気を供給していない
と本機関が判断した場合、ゲートクローズ以降の余力の
全量をリクワイアメント未達成量とします。なお、ゲー
トクローズ以降の余力については、アセスメント対象容
量を上限に算定します。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

４－２実需給期間中
（３）ペナルティ
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(イ)発電余力の卸電力取引所等への入札

前日以降の需給バランス評価で低予備率アセスメント対象コ
マに該当すると判断された場合に、卸電力取引所等に売り入
札していない発電余力に対して、経済的ペナルティを科しま
す
経済的ペナルティ
＝ リクワイアメント未達成量 × ペナルティレート

ペナルティレート
＝ 容量確保契約金額 ／ （契約容量 × Z※）

※：１年間で低予備率アセスメント対象コマに該当すると
想定される時間であり、本オークションにおいては30
時間とします。

(ウ)電気の供給指示への対応
属地一般送配電事業者から電気の供給指示があった際に、そ
の指示に応じた電気を供給していないと本機関が判断した場
合、ゲートクローズ以降の発電余力の全量に対して、経済的
ペナルティを科します
経済的ペナルティ
＝ リクワイアメント未達成量 × ペナルティレート

ペナルティレート
＝ 容量確保契約金額 ／ （契約容量 × Z※）

※：１年間で低予備率アセスメント対象コマに該当すると
想定される時間であり、本オークションにおいては30
時間とします。

【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－２実需給期間中
（３）ペナルティ
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(イ)発電余力の卸電力取引所等への入札

前日以降の需給バランス評価で低予備率アセスメント対象コ
マに該当すると判断された場合に、卸電力取引所等に売り入
札していない発電余力に対して、経済的ペナルティを科しま
す。

経済的ペナルティ
＝ リクワイアメント未達成量 × ペナルティレート

ペナルティレート
＝ 容量確保契約金額 ／ （契約容量 × Z※）

※：１年間で低予備率アセスメント対象コマに該当すると
想定される時間であり、本オークションにおいては
9030時間とします。

(ウ)電気の供給指示への対応
属地一般送配電事業者から電気の供給指示があった際に、そ
の指示に応じた電気を供給していないと本機関が判断した場
合、リクワイアメント未達成量に対してゲートクローズ以降
の発電余力の全量に対して、経済的ペナルティを科します。

経済的ペナルティ
＝ リクワイアメント未達成量 × ペナルティレート

ペナルティレート
＝ 容量確保契約金額 ／ （契約容量 × Z※）

※：１年間で低予備率アセスメント対象コマに該当すると
想定される時間であり、本オークションにおいては
9030時間とします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

４－２実需給期間中
（３）ペナルティ
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(エ)稼働抑制

非効率石炭火力電源について、実需給期間中における年間設
備利用率が50％を超えた場合、稼働抑制に応じないことに対
して経済的ペナルティを科します
なお、当該経済的ペナルティは、原則として最終月（3月
分）に請求します
経済的ペナルティ ＝ 容量確保契約金額 ×20％※
※ １計量単位内に、非効率石炭火力電源のユニットと非効

率石炭火力電源以外のユニットが混在する場合、非効率
石炭火力電源以外の減額率は0％として１計量単位内の
ユニットの設備容量に応じた加重平均により算定します。
この際、単位は0.01％とし、その端数は、小数点以下第
３位を四捨五入します。

【募集要綱】 第7章 契約条件 ４.リクワイアメント・アセスメント・ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

４－２実需給期間中
（３）ペナルティ
（略）
ア 電源等の区分が安定電源の場合

（略）
(エ)稼働抑制

非効率石炭火力電源について、実需給期間中における年間設
備利用率が50％を超えた場合、稼働抑制に応じないことに対
して経済的ペナルティを科します。
なお、当該経済的ペナルティは、原則として最終月（3月
分）に請求します。
経済的ペナルティ ＝ 容量確保契約金額 ×20％※
※ １計量単位内に、非効率石炭火力電源のユニットと非効

率石炭火力電源以外のユニットが混在する場合、非効率
石炭火力電源以外の減額率は0％として１計量単位内の
ユニットの設備容量に応じた加重平均により算定します。
なお、電源等差替で非効率石炭火力電源と非効率石炭火
力電源以外が混在する場合、契約容量に占める非効率石
炭電源の割合又は月数、あるいはその両方に基づいて補
正します。
この際、単位は0.01％とし、その端数は、小数点以下第
３位を四捨五入します。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（３）戦争、大規模自然災害、容量確保契約の効力発生後に発生し
た事後的な法令改正や規制適用等による運転停止、および送電線故
障による出力抑制等の不可抗力により供給力の提供が困難となった
場合には、容量確保契約に基づくリクワイアメントの不履行につい
て責めを負わないこととします。ただし、燃料その他発電コストの
上昇等の経済的な事由により供給力を提供しない場合は除きます。

【募集要綱】 第7章 契約条件 ７.その他

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（３）戦争、大規模自然災害、容量確保契約の効力発生後に発生し
た事後的な法令改正や規制適用等による運転停止、及び送電線故障
による出力抑制等の不可抗力により供給力の提供が困難となった場
合には、容量確保契約に基づくリクワイアメントの不履行について
責めを負わないこととします。ただし、燃料その他発電コストの上
昇等の経済的な事由により供給力を提供しない場合は除きます。詳
細は容量確保契約約款の第23条を参照ください。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

本機関は、電気事業法その他の法令の改正や制度改定、趣旨の明確化等に
より本約款を変更する必要が生じた場合、本約款を変更することがありま
す。その場合、本約款の変更後の本契約の契約条件は変更後の本約款によ
るものとします。

【約款】 第1章 総則 第2条 約款の変更

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.本機関は、電気事業法その他の法令の改正や制度改定、趣旨の明確化等
により本約款を変更する必要が生じた場合、本約款を変更することがあり
ます。その場合、本約款の変更後の本契約の契約条件は変更後の本約款に
よるものとします。
2. 本約款の変更により、本約款とオークション募集要綱の内容が相互に
矛盾又は抵触が生じた場合、本約款の定めが適用されるものとします。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.本機関は、契約電源が以下の各号のいずれかに該当する場合、当該電源
の契約容量の全部または一部の容量を市場退出として扱います。
（略）
④電源等の区分が安定電源の場合で、本機関または属地一般送配電事業者
が指定した期限までに属地一般送配電事業者の求めに応じた給電申合書を
締結しない場合、当該電源の契約容量の全量
⑤電源等の区分が安定電源のうち調整機能ありの場合で、本機関または属
地一般送配電事業者が指定した期限までに属地一般送配電事業者と余力活
用に関する契約を締結しない、または余力活用に関する契約を解約した場
合、当該電源の契約容量の全量

【約款】 第3章 権利及び義務 第12条 市場退出

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.本機関は、契約電源が以下の各号のいずれかに該当する場合、当該電源
の契約容量の全部又は一部の容量を市場退出として扱います。
（略）
④電源等の区分が安定電源の場合で、本機関又は属地一般送配電事業者が
指定した期限までに属地一般送配電事業者の求めに応じた給電申合書を締
結しない、又は給電申合書を解約した場合、当該電源の契約容量の全量
⑤電源等の区分が安定電源のうち調整機能ありの場合で、本機関又は属地
一般送配電事業者が指定した期限までに属地一般送配電事業者と第14条第
1項第1号(2)に定める余力活用に関する契約を締結しない、又は余力活用
に関する契約を解約した場合、当該電源の契約容量の全量
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.本機関は、契約電源の全部または一部が第12条に示す市場退出をした場
合、当該電源等にかかる容量提供事業者に対し、以下の各号のいずれかに
定める経済的ペナルティを科します。
①市場退出が、追加オークションの実施判断に必要な容量確保契約の変更
または解約の確認期限日までの場合
経済的ペナルティ※1 ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価※2 ×
5％
②市場退出が、上記確認期限日の翌日以降の場合
経済的ペナルティ※1 ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価※2 ×
10％
※1：経済的ペナルティの金額は円未満を切り捨て
※2：容量確保契約金額を契約容量で除したもの

（略）

3.第12条第1項⑪または⑫により市場退出となった契約容量は、第1項に定
める市場退出時の経済的ペナルティの適用対象外とします。

【約款】 第3章 権利及び義務 第13条 市場退出時の経済的ペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.本機関は、契約電源の全部又は一部が前第12条に示す市場退出をした場
合、当該電源等にかかる容量提供事業者に対し、以下の各号のいずれかに
定める経済的ペナルティを科します。
①市場退出が、追加オークションの実施判断に必要な容量確保契約の変更
又は解約の確認期限日までの場合
経済的ペナルティ※1 ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価※2 ×
5％
②市場退出が、上記確認期限日の翌日以降の場合
経済的ペナルティ※1 ＝ 市場退出した電源等の容量 × 契約単価※2 ×
10％
※1：経済的ペナルティの金額は円未満を切り捨て
※2：容量確保契約金額を契約容量で除したもの

（略）

3.前第12条第1項第11号又は第12号⑪または⑫により市場退出となった契
約容量は、第1項に定める市場退出時の経済的ペナルティの適用対象外と
します。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績および本機関が
別途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報
を提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。

（略）

【約款】 第3章 権利及び義務 第15条 実需給期間前のアセスメント

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績および本機関が
別途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報
を提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。

（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績および本機関が
別途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報
を提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。
①電源等の区分が安定電源の場合
（略）
（２）発電余力の卸電力取引所等への入札
容量停止計画※1が提出されていない時間帯に、小売電気事業者等が活用
しない発電余力を全て卸電力取引所等に売り入札※2しているか確認しま
す
※：1 出力抑制に伴う停止計画は除く
※：2 揚水および蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供事業者が

登録した運転継続時間分の供給力のうち小売電気事業者等が活用
しない発電余力を売り入札すること
なお、アセスメントはコマごとに評価するものとします

・リクワイアメント未達成量※1
＝ 小売電気事業者等が活用しない発電余力

－ 卸電力取引所等に売り入札した容量※2※3
・小売電気事業者等が活用しない発電余力※1

＝ アセスメント対象容量または提供する供給力の最大値のいずれ
か低い値 － 発電計画値

※1： 負値となる場合は零とします
※2： 提出書類の不足等により確認ができない場合や、燃料制約の妥当

性が確認できない場合は小売電気事業者等が活用しない発電余力
の全量をリクワイアメント未達成量とします

※3： 卸電力取引所等に売り入札した容量とは、卸電力取引所等に売り
入札したが落札されなかった容量とします

【約款】 第3章 権利及び義務 第18条 実需給期間中のアセスメント

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.容量提供事業者は、本機関に対し、発電計画、発電実績及び本機関が別
途定める容量市場業務マニュアルのとおり、アセスメントに必要な情報を
提供するものとします。
本機関は、電源等の区分に応じ、以下の各号に示すアセスメントを行いま
す。
①電源等の区分が安定電源の場合
（略）
（２）発電余力の卸電力取引所等への入札
容量停止計画※1が提出されていない時間帯に、小売電気事業者等が活用
しない発電余力を全て卸電力取引所等に売り入札※2しているか確認しま
す。
※：1 出力抑制に伴う停止計画は除く
※：2 揚水及び蓄電池の場合、1日のうち応札時に容量提供事業者が

登録した運転継続時間分の供給力のうち小売電気事業者等が活用
しない発電余力を売り入札すること
なお、アセスメントはコマごとに評価するものとする。

・リクワイアメント未達成量※1
＝ 小売電気事業者等が活用しない発電余力

－ 卸電力取引所等に売り入札した容量※2※3
・小売電気事業者等が活用しない発電余力※1

＝ アセスメント対象容量又は提供する供給力の最大値のいずれ
か低い値 － 発電計画値

※1： 負値となる場合は零とする。
※2： 提出書類の不足等により確認ができない場合や、燃料制約又は充

電制約の妥当性が確認できない場合は小売電気事業者等が活用し
ない発電余力の全量をリクワイアメント未達成量とする。

※3： 卸電力取引所等に売り入札した容量とは、卸電力取引所等に売り
入札したが落札されなかった容量とする。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.第12条から第19条にかかわらず、以下の各号のいずれかに該当する事象
（以下「不可抗力」という）が生じたことにより供給力を提供できないま
たは供給力の提供ができなくなること（ただし、燃料その他発電コストの
上昇等の経済的な事由により、容量提供事業者が供給力を提供しない場合
は除く）が明らかとなった場合、容量提供事業者は遅滞なく本機関に連絡
するものとし、本機関は当該容量提供事業者の状況を考慮し、例外的に経
済的ペナルティを適用しない場合があります。ただし、第12条第1項③か
ら⑩および⑬のいずれかに該当し、その場合に科される第13条に示す市場
退出時の経済的ペナルティには、本項を適用しません。
①大規模な風水害や地震等の天災地変
②戦争、内乱、暴動、革命その他の無秩序状態
③事後的な法令改正や規制適用による運転停止
④一般送配電事業者が保有する送電線故障による出力抑制等

【約款】 第3章 権利及び義務 第23条 不可抗力が生じた場合の特則

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.第12条から第19条にかかわらず、以下の各号のいずれかに該当する事象
（以下「不可抗力」という。）が生じたことにより供給力を提供できない
又は供給力の提供ができなくなること（ただし、燃料その他発電コストの
上昇等の経済的な事由により、容量提供事業者が供給力を提供しない場合
は除く。）が明らかとなった場合、容量提供事業者は遅滞なく本機関に連
絡するものとし、本機関は当該容量提供事業者の状況を考慮し、例外的に
経済的ペナルティを適用しない場合があります。ただし、第12条第1項第3
号③から第10号及び第13号⑩および⑬のいずれかに該当し、その場合に科
される第13条に示す市場退出時の経済的ペナルティには、本項を適用しま
せん。
①大規模な風水害や地震等の天災地変
②戦争、内乱、暴動、革命その他の無秩序状態
③事後的な法令改正や規制適用による運転停止
④一般送配電事業者が保有する送電線故障による出力抑制等
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.容量提供事業者は、以下の各号のいずれかに該当する事象が生じ、容量
確保契約に定められた電源等の内容に変更が生じた場合、本契約を変更す
るものとします。
①調達オークションに応札した電源等が落札された場合
②リリースオークションにより契約容量の全部または一部をリリースした
場合
③契約電源が第12条に示す市場退出をした場合
④第11条に示す電源等差替を実施した場合
⑤発動指令電源提供者の実効性テストの最終結果が契約容量を下回った場
合
⑥第26条に基づく権利義務および契約上の地位の譲渡がなされた場合
⑦第16条に基づき容量確保契約金額が変更となった場合
⑧その他、本機関が変更を必要と判断した場合

【約款】 第4章 契約の変更等 第25条 契約の変更

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.容量提供事業者は、以下の各号のいずれかに該当する事象が生じ、容量
確保契約に定められた電源等の内容に変更が生じた場合、本機関が別途定
める容量市場業務マニュアルに従い、本契約を変更するものとします。
①調達オークションに応札した電源等が落札された場合
②リリースオークションにより契約容量の全部又は一部をリリースした場
合
③契約電源が第12条に示す市場退出をした場合
④第11条に示す電源等差替を実施した場合
⑤発動指令電源提供者の実効性テストの最終結果が契約容量を下回った場
合
⑥第26条に基づく権利義務及び契約上の地位の譲渡がなされた場合
⑦第16条に基づき容量確保契約金額が変更となった場合
⑧その他、本機関が変更を必要と判断した場合
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＜変更前＞ ＜変更後＞

2.容量提供事業者は、本契約上の地位等を譲渡または承継する場合、譲渡
または承継の時点で既に発生している容量提供事業者の債権および債務の
承継については、本機関の同意を得て決定するものとします。
なお、プロジェクトファイナンス等により設立された発電所あるいは法人
に対する担保権設定等については、本機関と容量提供事業者の間で協議す
るものとします。

【約款】 第4章 契約の変更等 第26条 権利義務及び契約上の地位の譲渡

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

2.容量提供事業者は、本契約上の地位等を譲渡又は承継する場合、譲渡又
は承継の時点で既に発生している容量提供事業者の債権及び債務の承継に
ついては、本機関の同意を得て決定するものとします。
なお、プロジェクトファイナンス等により設立された発電所あるいは法人
について、容量確保契約を対象とした担保設定等に対する承諾が必要な場
合には、本機関指定の様式（ひな型）を用いることを原則として対する担
保権設定等については、本機関と容量提供事業者の間で協議するものとし
ます。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.本機関および容量提供事業者は、以下の各号のいずれかの場合を除き、
本契約の内容およびその他本契約に関する一切の事項並びに本契約に関し
て知りえた相手方に関する情報（以下総称して「秘密情報」という）につ
いて、相手方の同意なくして、第三者（親会社、自己または親会社の役員
および従業員、容量提供事業者に容量市場に関する業務を委託した者、弁
護士、公認会計士、税理士、その他法令に基づき秘密保持義務を負うアド
バイザー、容量提供事業者と相対契約等の協議を行う取引先は除く）に開
示してはならないものとします。
（略）

【約款】 第5章 一般条項 第29条 守秘義務

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.本機関及び容量提供事業者は、以下の各号のいずれかの場合を除き、本
契約の内容及びその他本契約に関する一切の事項並びに本契約に関して知
りえた相手方に関する情報（以下総称して「秘密情報」という。）につい
て、相手方の同意なくして、第三者（親会社、自己又は親会社の役員及び
従業員、容量提供事業者に容量市場に関する業務を委託した者、弁護士、
公認会計士、税理士、その他法令に基づき秘密保持義務を負うアドバイ
ザー、金融機関、容量提供事業者と相対契約等の協議を行う取引先は除
く。）に開示してはならないものとします。
（略）
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.対象実需給期間が2025年度以降のリリースオークションにおける交付額
または請求額は、次の算式に基づき算定された金額とします。

【約款】 附則（2021年7月1日） 第4条 リリースオークション交付額の交付又はリリースオークション請求額の請求

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.対象実需給期間が2025年度以降のリリースオークションにおける交付額
又は請求額は、次の算式に基づき算定された金額とします。

リリースオークション交付額または請求額※1
＝｛メインオークションの契約単価※2 － リリースオークションの約
定価格 ×（1 － 電源等の経過年数に応じた控除額係数※3※4×入札
内容に応じた控除額係数※5）｝×リリース容量

リリースオークション交付額または請求額※1
＝｛メインオークションの契約単価※2 － リリースオークションの約
定価格 ×（1 － 電源等の経過年数に応じた控除額係数※3※4×入札
内容に応じた控除額係数※5）｝×リリース容量
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＜変更前＞ ＜変更後＞

（２）第16条①（１）に示す調整不調電源に科される経済的ペナルティにつ
いて、以下に読み替えます。
①電源等の区分が安定電源および変動電源の場合
(1) 調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額
調整不調電源の調整不調の結果として生じる供給力の不足量に応じて、調整
不調となった日数に対して以下の減額率を適用し、容量確保契約金額を減じ
ます
ただし、本号において、変動電源（アグリゲート）は対象外とします

i追加設備量※1を利用する場合
（契約単価※2 × 契約容量－容量確保契約金額の算出に関する経過措置に

おける控除額） × 0.3％／日 × 調整不調の日数※3※4
ii供給信頼度確保へ影響を与える場合
（契約単価※2 × 契約容量－容量確保契約金額の算出に関する経過措置に
おける控除額） × 0.6％／日 × 調整不調の日数※3※4

※1：電源が一定の年間停止可能量を確保するために容量オークションで追加
的に確保する供給設備量

※2：メインオークションと調達オークションの個々の電源の約定価格を落札
容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨てして算定したもの。た
だし、リリースオークション（部分リリース）によるリリース容量を反
映した契約容量に適用する契約単価はメインオークションで決定した契
約単価とします

※3：容量停止計画に対して追加設備量を利用する量および供給信頼度確保に
影響を与える量の割合で補正

※4：調整不調電源に科される経済的ペナルティに対して円未満を切り捨て
なお、容量停止計画の調整以降に、容量提供事業者の事由による停止期
間の追加、変更により供給信頼度確保へ影響を与える場合には、上記で
算定される額の1.5倍したものを容量確保契約金額から減額する場合が
あります

なお、容量停止計画の調整以降に、容量提供事業者の事由による停止期間の
追加、変更により供給信頼度確保へ影響を与える場合には、上記で算定され
る額の1.5倍したものを容量確保契約金額から減額する場合があります

【約款】 附則（2023年8月2日） 第2条 実需給期間前のペナルティ

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

（２）第16条①（１）に示す調整不調電源に科される経済的ペナルティにつ
いて、以下に読み替えます。
①電源等の区分が安定電源及び変動電源の場合
(1) 調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額
調整不調電源の調整不調の結果として生じる供給力の不足量に応じて、及び
調整不調となった日数に応じて対して、以下の減額率を適用し、容量確保契
約金額を減じます。
ただし、本号において、変動電源（アグリゲート）は対象外とします。
減額※1 ＝（契約単価※2 × 契約容量 － 容量確保契約金額の算出に関する

経過措置における控除額）×減額率（Ａ）×調整不調日数（Ｂ）
（Ａ）減額率 ＝ 追加設備量※3を利用する場合の減額率（Ａ―①)

＋供給信頼度確保に影響を与える場合の減額率（Ａ―②)
（Ａ―①)追加設備量を利用する場合の減額率

＝ 0.3％/日 × （追加設備量を利用する容量 ÷ 追加設備量）
×（追加設備量を利用する容量 ÷ 停止対象容量）

（Ａ―②)供給信頼度確保に影響を与える場合の減額率
＝ 0.6％/日 ×（供給信頼度確保に影響を与える容量÷停止対象容量）

（Ｂ）調整不調日数
＝ 出力可能容量に関する補正率（Ｂ―①) × １ヶ月の日数

（Ｂ―①)出力可能容量に関する補正率
＝（１－ 出力可能容量 ÷ 応札単位のアセスメント対象容量）

※1：調整不調電源に適用する容量確保契約金額の減額は円未満を切り捨て
※2：メインオークションと調達オークションの個々の電源の約定価格を落札

容量により加重平均し、円未満の端数は切り捨てして算定したもの。た
だし、リリースオークション（部分リリース）によるリリース容量を反
映した契約容量に適用する契約単価はメインオークションで決定した契
約単価とする。

※3：電源が一定の年間停止可能量を確保するために容量オークションで追加
的に確保する供給設備量

なお、容量停止計画の調整以降に、容量提供事業者の事由による停止期間の
追加、変更により供給信頼度確保へ影響を与える場合には、上記で算定され
る額を1.5倍したものを容量確保契約金額から減額する場合があります。

※スペースの制約により、本ページの変更後欄は、
削除箇所の一部を取り消し線表記としておりません。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

1.需要抑制（DR）の場合
①次に掲げる需要データの30分単位のコマ毎の平均値を算出する。
DR実施日の直近5日間（DR実施日当日を含まない）のうち、DR実施時間帯
の平均需要量の多い4日間（High 4 of 5）の需要データ。
なお、直近5日間において、DR実施時間帯の平均需要量の最小日が複数あ
る場合は、DR実施日から最も遠い1日を除き、残りの4日間を採用する。
ただし、次に掲げる日については、上記の母数となる直近5日間から除外
するものとする。その際、当該母数が5日間となるよう、DR実施日から過
去30日以内（平日及び土曜日・日曜日・祝日）で更に日を遡るものとする
※。（下図参照）

【約款】 別紙 ベースラインの算定方法

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

1.需要抑制（DR）の場合
①次に掲げる需要データの30分単位のコマごとの平均値を算出する。
DR実施日の直近5日間（DR実施日当日を含まない。）のうち、DR実施時間
帯の平均需要量の多い4日間（High 4 of 5）の需要データ。
なお、直近5日間において、DR実施時間帯の平均需要量の最小日が複数あ
る場合は、DR実施日から最も遠い1日を除き、残りの4日間を採用する。
ただし、次に掲げる日については、上記の母数となる直近5日間から除外
するものとする。その際、当該母数が5日間となるよう、DR実施日から過
去30日以内（平日及び土曜日・日曜日・祝日）で更に日を遡るものとする
※（下図参照）。
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＜変更前＞ ＜変更後＞

休日：土曜日、日曜日および祝日（｢国民の祝日に関する法律｣に規定する
休日）に加えて、1月2日～3日、4月30日～5月2日、12月30日～31日および
本機関が指定する日
平日：休日以外の日
営業日：平日のうち、1月4日、12月29日以外の日

【約款】 別添 用語の定義

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

休日：土曜日、日曜日及び祝日（｢国民の祝日に関する法律｣に規定する休
日）に加えて、1月2日～3日、4月30日～5月2日、12月30日～31日及び本機
関が指定する日
平日：休日以外の日
営業日：土曜日、日曜日及び祝日（｢国民の祝日に関する法律｣に規定する
休日）に加えて、1月2日～3日、12月29日～31日以外の日平日のうち、1月
4日、12月29日以外の日
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【募集要綱】 【約款】

３．その他の「メインオークション募集要綱」と「容量確保契約約款」の変更箇所

公用文作成の考え方に則った表記の更新（句読点、漢字、送り仮名の修正等）を実施。

※本資料内では該当箇所を青文字で表記しています。
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◼ 説明会、事業者が行う手続き、その他関連イベントも含めたスケジュールは以下を予定しています。

（参考）2025年度メインオークションのスケジュール概要

応札の受付
10月14日(火)~10月24日(金)

2026年度2025年度

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月5月

参加
登録

応札
・

約定結果
公表

契約書
締結

容量確保契約書締結の手続
約定結果公表日～3月頃

▲容量確保契約の
結果公表
4月頃

4月

関連
文書
・

説明会
等

パブ
コメ

パブ
コメ

パブコメ
対応

▲業務マニュアル公表 7月末～8月上旬

期待容量の登録
9月9日(火)~9月19日(金)

【募集要綱】

【業務マニュアル】
（参加登録・応札・
契約締結編）

※内容によってパブコメ
省略の可能性あり

▲容量市場メインオークション募集要綱公表 7月末～8月上旬

事業者向
け説明等

▲約定結果の公表
12月頃

応札容量算定に用いた期待容量等算定諸元一覧の登録受付
10月27日(月)~11月4日(火)

電源等情報の登録支援
7月中旬~下旬

石炭火力電源の効率確認について▲
(WEBサイトのお知らせ)７月上旬

▲需要曲線公表 7月末～8月上旬

▲調整係数の公表 7月末～8月上旬 ※発動指令電源の調整係数については参考値の公表となります。その他

電源等情報の登録
8月4日(月)~8月19日(火)

パブコメ
対応

事業者情報の登録
8月4日(月)~8月8日(金)

記載の日付は予定であり変更となる可能性があります


